【商工組合の申請様式】
令和　年   月   日

京都府知事　西脇 隆俊　様
（京都府○○広域振興局長　○○○○　様）

京都府○○○市○○○町〇番地〇
京都府○○○商業組合・工業組合
代表理事　　　○○　○○


定款変更認可申請書

中小企業団体の組織に関する法律第４７条第２項において準用する中小企業等協同組合法第５１条第２項の規定により定款の変更の認可を受けたいので、下記の書類を添えて申請します。

記

　１　変更しようとする箇所を記載した書面
　２　変更の理由を記載した書面
　３　変更の議決をした総会（総代会）の議事録の原本又は謄本
４　変更後の事業計画書（２事業年度分）
５　変更後の収支予算書（２事業年度分）





定款の変更理由書

（記載例）
令和９年４月から、外国人の育成就労の適正な実施及び育成就労外国人の保護に関する法律が施行されるため、当監理団体は、現行の「技能実習制度」から新制度に移行し事業を行うために今般、全国中小企業団体中央会が提示する参考例に基づき、「育成就労外国人共同受入事業」及び「育成就労外国人受入れに係る職業紹介事業」を新たに規定いたします。



定款の変更をしようとする箇所を記載した書面

	新　条　文
	旧　条　文

	（事業）
第7条　本組合は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行う。
（1）組合員の取り扱う○○品の共同購買
（2）組合員の取り扱う○○品の共同受注
（3）組合員のためにする外国人技能実習生
共同受入事業
（4）外国人技能実習生受入れに係る職業紹介事業

（5）組合員のためにする育成就労外国人共同受入事業
（6）育成就労外国人受入れに係る職業紹介事業
（7）組合員のためにする特定技能外国人支援事業
（8）特定技能外国人に係る職業紹介事業
[bookmark: _Hlk219476651]（9）組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結
（10）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供
（11）組合員の福利厚生に関する事業
（12）前各号の事業に附帯する事業
	（事業）
第7条　本組合は、第1条の目的を達成するため、次の事業を行う。
（1）組合員の取り扱う○○品の共同購買
（2）組合員の取り扱う○○品の共同受注
（3）組合員のためにする外国人技能実習生
共同受入事業
（4）外国人技能実習生受入れに係る職業紹介事業





（5）組合員のためにする特定技能外国人支援事業
（6）特定技能外国人に係る職業紹介事業
（7）組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結
（8）組合員の事業に関する経営及び技術の改善向上又は組合事業に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供
（9）組合員の福利厚生に関する事業
（10）前各号の事業に附帯する事業



【補足】
1） 職業紹介事業については、「外国人技能実習生及び育成就労外国人受入れに係る職業紹介事業」と１つにまとめることは可。
2） 現行定款に記載されている技能実習制度等は、受け入れ中の技能実習生が在籍する限りは削除せず、最長で令和12年６月まで維持する必要があります。　　　　
ただし、期限を待たず、在席が無くなり次第、本規定削除の定款変更認可申請を行うこと。


